
11/25（日）、26（月） 雑種地の評価実務

税理士 笹岡宏保先生による資産税実務大学２０１８【土地評価実務総合大学 秋冬コース】

2018

全4講座 10/28より開講〈10日間〉

資産税実務大学2018 秋冬コース（全4講座・10日間・全日10：30～17：00）

10/28（日）、29（月） 農地・山林・原野（宅地予備地）の評価実務

12/22（土）、23（日）
24（月・祝）

2019/1/12（土）、
13（日）、14（月・祝）

借地権の評価実務
（借地権の形態区分分類から判例・裁決事例の検討まで
「所得税・法人税の取り扱いにも論及して」）

小規模宅地等の相続税の課税特例
（特例の適用要件の確認から判例・裁決事例の検討まで）

¥97,000

¥97,000

¥70,000

￥64,000お得！

¥270,000

単独申込より
¥70,000

ご希望講座に □ を入れてください。価格は全てレジュメ、税込み表記です。

東京定額制クラブ会員（プレミアム会員）、TAPチケット10使用（全講座申込みの場合、10枚使用）

大阪定額制クラブ会員割引対象者
TAP実務家クラブ会員、相続アドバイザー協議会認定会員

東京定額制クラブ会員（プレミアム会員） それ以外の会員 一般

土地評価実務総合大学 秋冬コース

土地評価実務総合大学 秋 冬 コース



講師著書
「詳解・小規模宅地等の課税特例の実務」(清文社)

をプレゼント!

使用
テキスト

小規模宅地等の相続税の課税特例

2019年 1月12日（土） 13日（日） 14日（月・祝） 〈３日間〉

第７講座

小規模宅地等の相続税の課税特例の適用要件1

１） 特定事業用宅地等

２） 特定居住用宅地等

３） 特定同族会社事業用宅地等

４） 貸付事業用宅地等

４つある小規模宅地等の区分の理解２

【プロフィール】
1962年兵庫県神戸市出身。1981年関西大学経済学部入学。1983年大原簿記専門学校非常勤
講師就任。1984年税理士試験合格。1985年関西大学経済学部卒業。その後、会計事務所に勤務
（主に相続・譲渡等の資産税部門の業務を担当）。1991年笹岡会計事務所設立。現在、多くのクラ
イアントの税務申告代理を行っている一方、各税理士会の「統一研修会」等の資産税講師、民間
研修機関の講師として活躍している。

【主要著書】
◆『＜相続税・贈与税＞財産評価の実務』 （清文社）
◆『Ｑ＆Ａ　税理士のための税務判断実務マニュアル』 （清文社）
◆『詳解小規模宅地等の課税特例の実務　重要項目の整理と理解』 （清文社）
◆『これだけはおさえておきたい相続税の実務Ｑ＆Ａ』 （清文社）
◆『難解事例から探る 財産評価のキーポイント』第１集、第２集（ぎょうせい）
◆『ケーススタディ 相続税財産評価の税務判断』（清文社）

農地・山林・原野（宅地予備地）の評価実務

10月28日（日） 29日（月） 〈２日間〉

第４講座

民法上の借地権と税務上の借地権

税務上の借地権（原始発生借地権と自然発生借地権の区分）

権利金方式・相当の地代方式・無償返還の届出書方式・使用貸借方式

相当の地代通達の確認

使用貸借通達の確認

個人間の使用貸借と税務評価の留意点

『貸主：個人、借主：法人』である場合の借地権評価に関する重要留意点

無償返還の届出書を提出する場合の実務留意点

その他の借地権に係る評価実務上の諸論点

所得税・法人税における借地権の取扱い

借地権評価に係る判例・裁決事例の検討
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11農地（市街地系等農地とそれ以外の農地の評価区分：農業施設用地の評価を含む）

山林（市街地系等山林とそれ以外の山林の評価区分）

原野（市街地系等原野とそれ以外の原野の評価区分）

開発困難な場合の評価方法の特例とその実務適用基準

宅地造成費の具体的な算定方法
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雑種地の評価実務

11月25日（日） 26日（月） 〈２日間〉

第５講座

雑種地の定義

雑種地の評価単位（特に、宅地の評価単位の取扱いとの差異を確認）

雑種地の評価方法（特に、市街化調整区域内に存する場合の評価留意点）

複雑な雑種地の上に存する権利の確認（雑種地に係る賃借権の評価方法）

雑種地の評価に係る実務上重要な判例・裁決事例の確認

借地権の評価実務

12月22日（土） 23日（日） 24日（月・祝） 〈３日間〉

第６講座
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－借地権の形態区分分類から判例・裁決事例の検討まで
「所得税・法人税の取扱いにも論及して」－

－特例の適用要件の確認から
判例・裁決事例の検討まで－

小規模宅地等の相続税の課税特例の実務適用に係る様々な実務論点の検証

小規模宅地等の相続税の課税特例に係る実務上重要な判例・裁決事例の検証

平成30年度の改正項目の確認
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